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指針3 区民を守る安全・安心の拠点となる庁舎
基本
指針

災害対策構造・設備

・地震に強い建物構造（制振構造、
免震構造）

・浸水時に対応できる建物
・バックアップ機能
・災害を考慮した建物配置

整備
方針

導入
機能

災害対策本部（拠点）機能

指針4 長寿命で可変性のある庁舎

将来変化への対応

・将来の変化に柔軟に対応できる
建築計画

・機器のメンテナンス、更新を配慮
した計画

・ランニングコストを考慮した
計画

建設及び維持経費等の縮減

指針5 環境に配慮した庁舎

環境性能（建物・設備）

・目標値の設定（ZEBランク等）
・省エネ・創エネ手法
・木材利用

・周辺住環境への配慮

周辺環境への配慮

１ 新庁舎に必要な機能

考
え
方

① 国の定める耐震安全性の分類における
最高水準の目標設定

② ①を達成できる構造形式の検討
③ 浸水レベルに応じた検討
④ 通信設備・ライフラインの多重化による
バックアップ機能の確保

⑤ 延焼危険範囲を避けた建物配置と緊急
車両の動線確保

① 平常時にも利用可能な災害対策機能

② 迅速な連携を可能とする機能の近接配置

③ 情報収集機能の確保

④ 活動継続に向けた備蓄計画

① 構造体と内装材の分離を検討

② 永く活用できるシンプルな構造フレーム
の採用を検討

③ 維持管理がしやすい建築計画及び仕上
計画を検討

① 運用費の縮減

② 保全費の縮減

③ 修繕費の縮減

① ZEBランク「ZEB Ready」相当以上を
目標とした計画

② 導入効果、コストバランス、防災性、
維持管理性、更新性などを考慮した、
環境技術の導入を検討

① 近隣住宅地への配慮

② 良好な住環境の維持・向上

２ 新庁舎に必要な規模

１．規模算定の基礎データ

① 現庁舎 １６，７７０㎡

② 集約施設 １０，１８０㎡

③ 現行規模の合計 約２７，０００㎡

（１）職員数

１，７８３人

（２）現庁舎と集約施設の現行規模

執務環境調査
（過年度試算）34,400㎡

新庁舎建設事例による補正

将来利用想定による補正

新庁舎必要面積

３８，０００㎡
（職員一人当たり21.31㎡）

２．新庁舎の規模の算定

３．算定結果の検証

（１）公的基準（旧）による試算

３９，０００㎡

（２）近隣区実績による職員一人当たり面積

平均 約２３㎡（２０～２７㎡の範囲内）

３ 新庁舎の配置検討

③ 周辺市街地と調和した景観形成

配置検討における前提条件と考え方

前提条件

① 周辺施設の機能を集約

② みどり豊かな空間形成と回遊性の
向上

① 庁舎・区民会館・公園の利用者が
共通して使える広場の形成

① 交差しない動線確保
（自動車・自転車・歩行者）

② 駐車場を地下に集約
（歩行者の安全性向上）

③ 駐輪場を道路付近に配置
（利便性・安全性の向上）

④ 災害時の緊急車両動線の確保
（明治通り・補助90号線）

前提条件 配置計画

動線計画
公法上
の規制

「様々な条件」や「配置計画・
動線計画」の考え方と公法上の
規制を検討した結果、２つの案
が考えられます。

配置計画の考え方

② 仮設庁舎を作らない

③ 荒川公園の機能維持

④ 東側・南側敷地の一体化

⑤ 区民会館建設用地の確保

⑥ 延焼危険範囲外の建設

動線計画の考え方

（B案）みどりに囲まれた庁舎・区民会館案（A案）一体感を維持しつつ機能分離が図れる案

・平常時の利用も考慮した防災拠点の
整備
・備蓄の充実
・情報収集・伝達手段


